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（10）災害時における医療体制 

 
【現 状】 

（大規模災害等の発生と医療） 

○ 大地震や津波、火山災害等広域的な自然災害や大規模な事故災害が発生すると、負傷者が同時に大量に

発生し、通常の診療能力をはるかに超えた負傷者が医療機関に集中することになります。 
 
○ 平成 23 年３月に発生した東日本大震災津波においては、多数の死傷者が発生したほか、医療施設の被

災、ライフラインの断絶、燃料不足等により、内陸部を含む全県域で医療機能の停止及び低下に陥りまし

た。また、通信の途絶、道路の寸断等により、地域の医療ニーズの把握、負傷者の搬送、ＤＭＡＴ74等の

派遣調整等、医療救護活動に著しい支障が生じました。 
 
○ 東日本大震災津波では被災地の傷病者や施設入所者、入院患者、慢性疾患患者について、消防、警察、

自衛隊等と連携して、花巻空港等を拠点とした県外や内陸部への航空機搬送を実施しました。 
 
○ 平成 28 年８月に発生した台風 10 号災害では、ＤＭＡＴが自衛隊等の関係機関と連携しながら、浸水し

た医療施設等からのヘリコプターを使用した避難の支援を行ったほか、医療救護班75や災害派遣福祉チー

ム76等の各種支援チームが被災地において連携しながら支援を行いました。 
 
○ このような災害時には被災体験や長期間に及ぶ避難所での集団生活、生活環境の変化が、地域住民の身

体的・精神的負担となり、うつやＰＴＳＤの発生、慢性疾患の悪化、集団生活に伴う感染症リスクの増大

等、災害時特有の健康問題が生じました。 
 

○ 県外の災害では、平成28年４月に発生した熊本地震の支援のため、被災地へＤＭＡＴ及び医療救護班等

の派遣を行いました。 

 

（災害拠点病院） 

○ 県では、こうした災害による重篤救急患者の救命医療等の高度の診療機能等を有し、被災地からの患者

の受入及び広域医療搬送に対応する災害拠点病院を全ての二次保健医療圏において指定しています。（基幹

災害拠点病院２病院、地域災害拠点病院９病院の合計 11 病院）（図表 4-2-31）。 
 
 
 
 
 
 

                                                   
74 DMAT：Disaster Medical Assistance Team の略です。災害の発生直後の急性期（概ね 48時間以内）に活動が開始できる機動性を持った、専

門的な研修・訓練を受けた災害派遣医療チームです。 
75 医療救護班：災害時に救護所等において医療救護活動を行うため、医師、看護師、事務員等で編成されるチームです。災害拠点病院のほか、 
日本赤十字社、市町村、医師会等様々な医療機関、団体等が編成、派遣します。 

76災害派遣福祉チーム：社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士等の福祉・介護専門職で構成されたチームです。災害時に避難所等における  

要配慮者への支援を行います。 
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（図表4-2-31）災害拠点病院の指定状況等 

区 分 医 療 圏 病  院  名 ＤＭＡＴ数注 

基 幹 全 県 
盛岡赤十字病院 

岩手医科大学附属病院（主に研修機能を担う） 

３チーム 

５チーム 

地 域 

盛 岡 県立中央病院 ５チーム 

岩 手 中 部 県立中部病院 ３チーム 

胆 江 県立胆沢病院 ３チーム 

両 磐 県立磐井病院 ２チーム 

気 仙 県立大船渡病院 ２チーム 

釜 石 県立釜石病院 ２チーム 

宮 古 県立宮古病院 ３チーム 

久 慈 県立久慈病院 ３チーム 

二 戸 県立二戸病院 ４チーム 

  注）ＤＭＡＴ数は平成 29 年 11 月 30 日時点で、日本ＤＭＡＴ養成研修を受講済みのチーム数。 
 
○ 全ての災害拠点病院 11 病院には、敷地内もしくは病院近接地にヘリポートが設置されており、ドクタ

ーヘリ等による傷病者の搬送が可能となっています。 
 
（災害急性期の医療提供体制） 

○ 災害拠点病院は、被災地で医療活動を行うＤＭＡＴの派遣機能を担っており、日本ＤＭＡＴ隊員養成研

修を修了したチームは、平成29年11月末現在、県内で35チームとなっています。 

 

○ 本県における災害急性期の医療提供体制を強化するため、日本ＤＭＡＴ隊員養成研修に災害拠点病院の 

医師等を派遣しているほか、県内の二次救急医療機関の職員も対象とした岩手ＤＭＡＴ隊員養成研修を実

施しています。 

 

○ 県総合防災訓練への参加のほか、国主催の大規模災害を想定した訓練や東北各県のＤＭＡＴが合同で訓

練を行う東北ブロック参集訓練に参加し、県内外の関連機関と共同して広域医療搬送訓練等を実施してい

ます。 

 

（災害時における精神医療） 

○ 本県では、被災地において精神医療の提供等を行う災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ77）の体制整備

が行われ、県内では先遣隊として岩手医科大学１チームが編成されています。 
 
（災害急性期以降の医療及び健康管理活動） 

○ 避難生活が長期に及ぶ場合、治療中の疾病に対する治療継続や、感染症予防、生活不活発病予防、誤嚥

性肺炎予防、心のケア等を含む医療・健康管理のニーズが増大し、特に高齢者、障がい者等の災害時要配

慮者に対する健康管理が重要となります。 
 
○ ＤＭＡＴ撤退後の災害急性期以降においても、避難所や救護所等に避難した住民に対する健康管理を中

心とした医療を提供するため、災害拠点病院や県医師会の医療救護班、日本医師会の災害医療チーム（Ｊ 
ＭＡＴ78）、日本赤十字社の救護班、県歯科医師会の歯科医療救護班、災害派遣福祉チーム、薬剤師、保健

                                                   
77DPAT：Disaster Psychiatric Assistance Team の略で、日本語では災害派遣精神医療チームといいます。自然災害や犯罪事件・航空機・列車事

故等の集団災害が発生した場合、専門性の高い精神科医療の提供や精神保健活動等の支援を行います。 
78JMAT：Japan Medical Association Team の略で、日本語では日本医師会災害医療チームといいます。災害急性期以降の避難所・救護所等にお

ける医療や健康管理、被災地の病院・診療所への支援、避難所の衛生管理など幅広い支援を行います。 
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師、栄養士、リハビリテーション、こころのケア等の各種支援チームが被災地において活動します。 
 
○ 台風 10 号災害では、避難所での健康管理のために医療救護班によるスクリーニングのほか、歯科医師

による口腔ケア、薬剤師による医薬品の管理、「いわて感染制御支援チーム（ＩＣＡＴ79）」による避難所

の感染症対策の実施、災害派遣福祉チーム等による災害時要配慮者への支援活動などが行われました。 
 
（災害時における情報共有） 

○ 災害時において迅速に対応するため、医療施設の被災状況、患者の医療機関受診状況、ライフラインの

稼働状況等の情報を関係機関と共有する「広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）」を整備し、災害

拠点病院を始めとした医療施設、消防、保健所等に導入しています。平成 29 年４月現在、県内 93 病院全

てがＥＭＩＳへの加入をしています。 
 
○ 大規模災害時に備えて、全ての災害拠点病院に衛星電話が整備されています。 
 

（災害医療コーディネート体制） 

○ ＤＭＡＴ撤退後において、被災地の医療ニーズを把握し、医療救護チーム等の活動調整や専門的な助言

を行う災害医療コーディネーターを県本部及び各保健医療圏毎に委嘱しています。 
 
○ 県では、国が開催する災害医療コーディネート研修への派遣のほか、本県独自に災害医療コーディネー

ター養成研修を開催し、人材育成を行っています。 
 

○ 災害時において、各種支援チームが連携し、被災地のニーズに対応した効果的な支援活動を行うため、

県内の保健・医療・福祉・介護等の関連機関で構成する「いわて災害医療支援ネットワーク会議」を設置

し、オール岩手で被災地を支援する体制を構築しています。 
 
○ 台風 10 号災害では、岩泉町に「岩泉保健・医療・福祉・介護連携会議」が設置され、災害医療コーデ

ィネーターや町の担当者、圏域の保健所、医師会・歯科医師会・薬剤師会など関係者が集まり、支援ニー

ズの把握や各チームの活動等について情報共有を行いました。 
  また、地域の会議と県本部の「いわて災害医療支援ネットワーク会議」が連携することにより、県本部

と被災地域の間で支援について情報共有が行われました。 
 
○ 平時には、二次保健医療圏ごとに、災害医療コーディネーター、保健所・市町村、地域の医師会・歯科

医師会・薬剤師会、災害拠点病院等が定期的に災害時の支援体制について協議する場を設置しています。 
 
○ 災害時に小児・周産期医療に特化した支援・調整を行う「災害時小児周産期リエゾン80」を養成する 
ため、産科医や小児科医を国の研修会に派遣しています。 
 

                                                   
79ICAT：Infection Control Assistance Team の略で、日本語では感染制御チームと言います。医師、看護師、薬剤師、臨床検査技師等で構成さ

れ、災害時において被災地の感染症の予防を支援します。 
80災害時小児周産期リエゾン：小児・周産期医療体制の支援及び搬送等に必要な知識及び技能等を有し、災害対策本部等で小児・周産期医療に 

関する情報を集約し、適切な判断を行う者を指します。国では医師、看護師、助産師を対象として養成研修を実施しています。 
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○ 災害時に、県災害対策本部や被災地の保健所において健康危機管理の指揮調整機能等を補佐する、災害 
時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ81）を養成するため、国の研修会に公衆衛生医師、保健師、栄養

士、薬剤師、獣医師などを派遣しています。 
 
（災害医療人材の育成等） 

○ 県内の保健医療従事者、消防、行政職員、災害医療コーディネーター等幅広い職種を対象とした災害医

療人材の育成研修や、岩手ＤＭＡＴの養成研修を実施しています。 
 
（その他） 

○ 大災害では、医療機関の被災によりカルテ等が消失し、既往歴や服用している薬の特定が困難となった

り、薬局の被災により薬が交付できなくなる事態も想定されます。東日本大震災津波の際には、災害時に

おける医薬品や医療資器材の供給について県と協定を締結している岩手県医薬品卸業協会、東北医療機器

協会岩手県支部、県薬剤師会、大学病院等の協力により医薬品の供給体制を整えるとともに、被災地では、

患者の所持する「お薬手帳」の活用等により通常服用している薬を特定し、処方等に対応しました。 
 
○ 災害時のライフラインの断絶に対応するため、災害時における透析患者の支援についてマニュアルを作

成したほか、県内の透析医療機関へ無線を整備し、災害時を想定した連絡訓練を実施しています。 
 
○ 災害時における重症難病患者への対応のため、本人から同意を得られた場合は患者情報について市 
町村へ提供を行っているほか、難病医療拠点病院及び難病医療協力病院への非常用電源装置整備を行いま

した。 
 

【求められる医療機能等】 

○ 基幹災害拠点病院は全県において、地域災害拠点病院は各地域において災害医療を提供する中心的な役

割を担うため、多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の災害時に多発する重篤救急患者への救命医療等を

行うための高度な診療機能を有する必要があります。 
 
○ 災害拠点病院は災害急性期においては、被災地周辺に対するＤＭＡＴ等自己完結型の緊急医療チームの

派遣や、被災患者が集中した医療機関への医療従事者の応援派遣を行う必要があります。 
 
○ 災害急性期以降においては、被災者に対する長期的な避難生活に対応した医療提供（慢性疾患等中心）、

生活不活発病を予防するためのリハビリテーションの実施、介護部門と連携した高齢者、障がい者等の災

害時における要配慮者の健康管理、避難所の感染制御対策やメンタルヘルスケア、口腔ケア等を適切に行

うため、救護所、避難所に専門知識や技能を有する医療従事者を効果的に派遣することが求められます。 
 
 
 
 
 
                                                   
81DHEAT：Disaster Health Emergency Assistance Team の略で、日本語では災害時健康危機管理支援チームといいます。専門的研修・訓練を受

けた都道府県及び指定都市の職員によって組織され、被災都道府県等の本庁及び保健所に設置される健康危機管理組織の指揮調整機能等をサ

ポートします。 
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区 分 求められる医療機能等 医療機関等の例 

災害時に拠点

となる病院 

・多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の災害時に多発する重篤救急患者

への救命医療等を行うための高度な診療機能を有すること 
・自己完結型の医療チーム（ＤＭＡＴを含む。）の派遣機能を有すること 
・患者の受入れ及び搬出を行う広域搬送に対応すること 
・多数の患者への対応を行うための必要な施設・設備、医療従事者を確保

していること 
・被災後に早期に診療機能を回復するため、業務継続計画（ＢＣＰ）を整

備し、被災した状況を想定した研修、訓練を実施すること。 
・水・食料、医薬品、医療資器材等の備蓄や供給に係る協定を締結してい

ること 
・ＥＭＩＳ等の使用方法に精通していること 
・災害急性期を脱した後も住民が継続的に必要な医療を受けられるよう、

医師会、日本赤十字社、医療関係団体等を中心とした医療チームと連携

を図ること 

・災害拠点病院 
 

災害時に拠点

となる病院以

外の病院等 

・救急医療について相当の知識及び経験を有する医師が常時診療に従事し

ていること 
・救急医療を行うために必要な施設及び設備を有すること 
・被災後に早期に診療機能を回復するため、業務継続計画（ＢＣＰ）を整

備し、被災した状況を想定した研修、訓練を実施すること 
・災害急性期から脱した後も住民が継続的に必要な医療を受けられるよ 
う、災害拠点病院やＤＭＡＴ等急性期の医療チームと連携すること 

・災害中長期において、住民が医療と一体となった保健活動を受けられる

よう、健康管理を担う機関と連携すること 
・ＥＭＩＳ等による被害状況等の報告ができる体制が整備されていること 

・入院を要する救急医療を担

う医療機関 

・慢性疾患等中心の医療提供体制を確保すること 
・急性期を脱した後の被災者に対して、健康管理、感染症対策、リハビリ

テーション、メンタルヘルスケア、口腔ケアなど継続的で質の高い医療

の提供を行うことができる体制を確保すること 
・供給された医薬品等の医療資源が適切に管理され、医療チームが活用で

きる体制を確保すること 
・携行式の応急用医療・歯科医療資器材、応急用医薬品を整備すること 
・災害急性期を脱した後も住民が継続的に必要な医療を受けられるよう、

ＤＭＡＴ等急性期の医療チームと連携を図ること 
・警察等と共同し遺体の検案、身元確認等を行うこと 

・病院又は診療所 
・医師会、歯科医師会、薬剤 
師会等の専門職能団体 

・医薬品卸業協会 
・ＮＰＯ等民間団体 
 
 

行政機関 ・平時から災害支援を目的とした医療チームの養成に努めること 
・県及び保健所管轄区域や市町村単位での各医療チームの活動調整を行う

コーディネート機能を構築していること。また、訓練等を通じて関連機

関・団体と連携のうえコーディネート体制の確認を行うこと 
・災害時コーディネート体制の構築要員の育成に努めること 
・災害時におけるドクターヘリの要請手順等について訓練等を通じて確認

を行うこと 
・広域医療搬送を想定とした災害訓練の実施または参加に努めること 
・災害時において精神科患者の受入や一時的避難場所の機能を有する災害

拠点精神科病院の整備について、各病院の状況を踏まえ、指定に向けて

検討すること 

県、保健所、市町村等の行政

機関 

 

【課 題】 

（災害拠点病院） 

○ 災害時に多発する重篤救急患者への救命医療を行うために建物の耐震化をはじめとする必要な施設・設 

備のほか、電気、水、ガス等のライフラインの維持、通信機器の整備、飲料水・食料、医薬品等の備蓄が 

必要です。 

 

○ 被災後、早急に診療機能を回復できるよう、業務継続計画（ＢＣＰ）の整備を行い、計画に基づいた訓 

練等を実施する必要があります。 
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（災害急性期の医療提供体制） 

○ 自然災害や大規模事故、将来発生が懸念されている大規模災害に対応するため、災害発生後直ちに被災

地に入り、被災地内においてトリアージや救命処置等を行うＤＭＡＴ隊員の養成が必要です。 

 

○ 災害急性期においてＤＭＡＴが傷病者や入院患者を必要な診療を提供できる県内外の医療機関に搬送す

るために、防災関連機関との連携強化が必要です。 

 

○ ＤＭＡＴが被災地において安全かつ効率的な活動を行うため、通信の確保、資機材や支援物資の調達・

搬送等の業務調整（ロジスティクス）を担う人材の育成が求められます。 

 
（災害時における精神医療） 

○ 災害等が発生した場合、精神科医療の提供及び精神保健福祉活動の支援等を行うため、ＤＰＡＴの体制

強化が必要です。 

 
○ 災害時において、精神科病院が被災した時に備え、精神科患者の受入や一時的避難場所の機能を有する

病院が必要です。 
 
（災害急性期以降の医療及び健康管理活動） 

○ 高齢化の進展に伴い、災害時における高齢者等の災害時要配慮者の増加が見込まれることから、ＤＭＡ

Ｔ撤収後の災害急性期以降においても、避難所や救護所等に避難した住民に対する健康管理を中心とした

医療の提供が必要です。 

 

○ 災害急性期以降においては、避難所や救護所等における被災者の慢性疾患への対応やリハビリテーショ

ンの提供、応急歯科治療・口腔ケア、心のケア、配布された医薬品の適切な管理、持参薬を持たない避難

者への処方、服薬指導等の医療・健康管理・保健指導のほか、避難所等の感染症のまん延防止、公衆衛生

対策等の提供体制が速やかに確保され、かつ安定的に提供される仕組みを確立する必要があります。 

 
（災害時における情報共有） 

○ 災害時においては、医療機関、消防、保健所等の関連機関が、ＥＭＩＳを活用して医療施設の被災状況

や診療継続可否等の情報を共有する必要があります。 
 
○ 災害時における災害医療関係機関との情報共有が円滑に行われるよう、平時から訓練を実施するなど、

適切に連携する必要があります。 
 
（災害医療コーディネート体制） 
○ 被災地における災害急性期以降の医療・健康管理活動を支えるため、県災害対策本部及び被災地域にお

いて被災地のニーズを把握し、医療救護チーム等の効果的な派遣調整、活動支援等を行う災害医療コーデ

ィネート体制の強化が必要です。 

 

○ 災害時において、各種支援チームが連携し、被災地のニーズに対応した効果的な支援活動を行うため、

保健・医療・福祉・介護等の関連機関が連携して被災地を支援する体制が必要です。 
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○ 災害時の小児・周産期医療に係るコーディネート体制を強化する必要があります。 

 

（災害医療人材の育成等） 

○ 自然災害や大規模事故、将来発生が懸念されている大規模災害に対応するため、災害医療人材の育成に

継続して取り組む必要があります。 

 

○ ＤＭＡＴをはじめとした医療救護チームや各種支援チームが被災地において円滑かつ効率的に活動を行

うためには、支援活動の業務調整を担う人材の育成が必要です。 

 

○ 災害時において医療活動や患者搬送等を円滑に行うため、ＤＭＡＴやその他支援チーム、消防、自衛隊

等防災関係機関との連携が必要です。 

 

（その他） 

○ 災害時に医療機関や薬局が被災し、カルテ等が消失する事態に備え、情報のバックアップの実施等が求

められます。また、被災地において医療現場で必要とする医薬品、医療資器材等を把握し、供給できる流

通経路を速やかに確立する必要があります。 

 

○ ライフラインが断絶した場合における、透析患者や難病患者に対する医療の確保が求められます。 

 

【数値目標】 

目標項目 現状値（H29） 目標値

（H35(2023)） 

重点施策関連 

全ての建物に耐震性のある病院の割合 69.6% 77.4%  

災害時小児周産期リエゾンの養成数 ５名 23名 ○ 

県と関連機関が連携した訓練の実施

回数及び圏域の関連機関が災害時に

おける連携体制の確認を行う訓練・会

議等の実施回数 

県全体 １回／年 １回／年 ○ 

各保健 

医療圏 
１回／年 １回／年 ○ 

災害拠点病院における業務継続計画の策定率 90.9% 100％  

 
【施 策】 

（施策の方向性） 

○ 大規模事故等を含む災害時において必要な医療を提供するため、災害拠点病院の機能強化を図るととも

に、災害急性期において必要な医療が確保されるようＤＭＡＴ等の派遣体制を強化します。 

 

○ 被災地で活動を行う各種支援チームが連携して効果的に活動を行うため、保健、医療、福祉、介護等の

関係機関との連携を推進するとともに、各種支援チームのロジスティクス機能を強化します。 

 

○ 災害急性期を脱した後も、救護所や避難所等において健康管理が実施される体制を構築します。 
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〈主な取組〉 

（災害拠点病院） 

○ 災害時に中心的な役割を果たす災害拠点病院等が、災害時においても重篤救急患者の救命医療を行うた 

め、建物の耐震化等必要な施設、設備の確保に努めます。 

 

○ 被災後、早急に診療機能を回復するための業務継続計画（ＢＣＰ）を整備し、計画に基づいた訓練等の 

実施を促進するよう努めます。 

 

○ 災害時においても、電気、水、ガス等ライフラインの維持のための自家発電装置の整備、燃料の備蓄等 

や、他の医療機関及び防災関係機関との連絡のための通信機器の整備を促進します。 

 

○ 流通が途絶・停滞することに備え、飲料水・食料、医薬品、医療器材等の備蓄や、災害時の優先供給に 

係る医療機関と関係団体との協定の締結を促進します。 

 

○ 県内の災害拠点病院、県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、消防・警察等の防災関係機関等で構成す 

る岩手県災害拠点病院等連絡協議会を通じて、災害医療訓練、人材育成、災害対策マニュアル等に関する 

情報交換、ＤＭＡＴの体制強化のほか、災害医療対策全般に係る連絡調整を行い、災害拠点病院間及び関 

係機関との連絡・協力体制を強化します。 

 

（災害急性期の医療提供体制） 

○ 自然災害や大規模事故、将来発生が懸念されている大規模災害に対応するため、ＤＭＡＴ隊員の養成を 

推進し、派遣体制の充実に努めます。 

 

○ 被災地における医療活動や患者搬送等を円滑に行うことができるよう、総合防災訓練等への参加を通じ 

て、ＤＭＡＴ等と医療機関、消防、自衛隊等防災関係機関との連携を強化します。 

 

○ ＤＭＡＴが被災地において安全かつ効果的な活動を行うため、通信の確保、資機材や支援物資の調達・ 

搬送等の業務調整（ロジスティクス）を担う人材の育成に努めます。 

 

○ 被災地外の医療機関への航空機搬送に対応するため、花巻空港等における広域搬送拠点臨時医療施設 

（ＳＣＵ）82の設置について、災害拠点病院、消防、空港事務所等の関係機関との連携を図るほか、大規 

模災害時のドクターヘリの運用体制の構築に努めます。 

 

（災害時における精神医療） 

○ ＤＰＡＴを養成するとともに、災害時に円滑に活動できるよう、チームの体制や活動等について、医療 

関係者等を対象とした研修会を実施します。 

 

○ 災害時において精神科患者の受入や一時的避難場所の機能を有する災害拠点精神科病院について、各病 

                                                   
82広域搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）：Starging Care Unitの略で、主に航空機搬送に際して患者の症状の安定化を図り、搬送を実行する

ため、必要に応じて被災地域及び被災地域外の航空搬送拠点に設置される救護所のことをいいます。 
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院の状況を踏まえ、指定に向けて検討を進めます。 

 

（災害急性期以降の医療及び健康管理活動） 

○ 避難所や仮設住宅等での生活の長期化に備えて、被災者の慢性疾患への対応やリハビリテーションの提 

供、心のケア、歯科医師による応急歯科治療・口腔ケアの実施、薬剤師による医薬品の仕分けや服薬指導、 

健康管理活動班による健康調査や保健指導、市町村が設置する感染症予防班や「いわて感染制御支援チー 

ム（ＩＣＡＴ）」による避難所の感染症対策など、住民に対する健康管理を中心とした医療等が提供される 

体制の整備に取り組みます。 

 

（災害時における情報共有） 

○ 災害時において、ＥＭＩＳを有効に活用し、医療施設の被災状況、患者の医療機関受診状況、ライフラ 
インの稼働状況等の情報を災害医療関係機関が共有するため、病院及び消防、保健所等行政機関の職員を 
対象としたＥＭＩＳ等の入力訓練を実施します。 

 
○ 総合防災訓練等において、ＥＭＩＳや衛星携帯電話を使用した通信訓練を実施します。 
 
（災害医療コーディネート体制） 

○ 災害時に県災害対策本部及び被災地域において、医療救護チーム等の効果的な派遣調整、活動支援等を 
行う災害医療コーディネーターの養成を推進します。 

 
○ 災害時においては、県内の保健・医療・福祉・介護等の関係機関で構成する「いわて災害医療支援ネッ 
トワーク会議」を設置して、関係機関が連携し、情報共有しながらオール岩手で被災地を支援する取組み 
を推進します。 
 

○ また、被災地域には、各種支援チームが情報共有しながら効果的に支援活動を行うための連携及び調整

の場を設置し、保健所等を中心としたコーディネート体制を構築することで、被災地における健康管理体

制を充実させます。 
 
○ 平時には、二次保健医療圏ごとに、災害医療コーディネーター、保健所・市町村、地域の医師会・歯科

医師会・薬剤師会、災害拠点病院等が定期的に災害時の支援体制について協議する場を設置し、地域にお

ける関係機関の連携及び強化を図ります。 
 
○ 災害時に小児・周産期医療に特化した情報収集や関係機関との調整等を担う「災害時小児周産期リエゾ

ン」を養成し、平時からの訓練や災害時の活動を通じて、地域のネットワークを災害時に有効に活用する

仕組みを構築します。 
 
○ 災害時において、健康危機管理の指揮調整機能等を補佐するＤＨＥＡＴについて、国の養成研修へ派遣

するほか、国の動向を踏まえ体制を検討します。 
 

（災害医療人材の育成等） 

○ 災害医療コーディネーター等の災害医療人材を養成するため、岩手医科大学災害時地域医療支援教育セ

ンターと連携しながら、災害医療に係る教育研修、訓練を実施します。 
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○ 引き続き国の日本ＤＭＡＴ養成研修への派遣を行うほか、岩手ＤＭＡＴ隊員養成研修に取り組みます。 

 

○ ＤＭＡＴをはじめとした各種支援チームにおいてロジスティクスを担う人材の育成・強化に取り組みま

す。 

 

○ 被災地における医療活動や患者搬送等を円滑に行うことができるよう、総合防災訓練の参加等を通じて、

ＤＭＡＴ等と医療機関、消防、自衛隊等防災関係機関の連携を強化します。 

 

（その他） 

○ 災害時に備えた診療情報等のバックアップ体制について検討するとともに、住民に対し、非常持出品に

お薬手帳を加えることを呼び掛けます。 

 

○ 医療機関における医薬品、医療用資器材等の災害を想定した在庫量の管理を呼びかけるとともに、県を

中心に災害時における市町村、関係機関・団体相互の連絡体制を整備するほか、関係団体との協定等に基

づき、災害時における医薬品等の迅速な供給体制の復旧に努めます。 

 

○ ライフラインが断絶した場合に備え、関係機関と連携した透析患者に対する医療提供体制の充実に努め

るほか、難病患者に対する適切な在宅療養支援等を図るため、非常用電源装置の整備、災害時避難マニュ

アルの配付、重症難病患者の個人情報の市町村への提供等に継続して取組みます。 

 

○ 高齢者や障がい児、乳幼児や妊婦等、災害時における要配慮者に対する適切な医療支援の実施のため、

関係団体との連携を強化します。 

 

<重点施策> 

○ 災害時における関連機関と連携した医療提供体制を強化するため、災害時小児周産期リエゾンの体制整

備、コーディネート機能の確認を行う訓練や会議の実施によりコーディネート機能の強化を図るほか、研

修や訓練を通して各種支援チームのロジスティクス機能の強化に努めます。 

 

○ 災害急性期以降の避難所や仮設住宅等における中長期の健康管理体制を整備します。 

 

<重点施策の政策ロジック> 

取組内容 → 事業の直接的な効果 → 中間アウトカム → 最終アウトカム 

災害時小児周産期リエゾ

ンの体制整備 
災害実働訓練等への小児周

産期リエゾンの参加 
災害時に小児・周産期医療に係る

ネットワークを活用する仕組み

の構築 

災害時における医療提

供・健康管理体制の強化 
 

災害時のコーディネート

機能の確認を行う訓練・会

議等の促進 

災害時におけるコーディネ

ート機能の強化 
災害時における医療チーム等の

適切な配置による効果的な支援

の実施 
各種支援チームのロジス

ティクス機能の強化を目

的とした研修等の促進 

ロジスティクスを担当する

業務調整員の育成 
災害時における支援チームの活

動に対する適切な後方支援の実

施 
災害時における連携体制

の確認を行う訓練・会議等

の実施 

災害時における関係機関の

連携強化 
各機関が連携した災害急性期以

降の中長期の健康管理体制の構

築 
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（取組に当たっての協働と役割分担） 

医療機関、医育機

関、関係団体等 

（災害拠点病院） 

・病院の耐震化、自家発電・通信機器の整備、備蓄等の実施 
・業務継続計画（ＢＣＰ）の整備及び訓練の実施 
・ＤＭＡＴを派遣できる体制整備 
・災害時医療訓練、研修会の実施、ＥＭＩＳ等の利用訓練の実施 
（医師会・歯科医師会・薬剤師会等） 

・被災地の医療提供体制の維持に係る支援体制の構築・強化 
・支援活動の実施のための備え（資器材、通信機器等） 
・医薬品等の供給体制の強化 

県民・ＮＰＯ等 

（県民） 

・避難訓練への参加等、身の安全の確保の実施 
・非常持出品へのお薬手帳の追加 
・避難所生活における健康維持、衛生確保の取組 

市町村 
・災害医療コーディネーターとの連絡確認等、各医療チームの受援体制の強化 
・被災者への保健指導等、健康管理活動班等の活動体制の強化 

県 

・県ＤＭＡＴ調整本部、災害医療コーディネート機能体制等、各医療チームの活動調整機能体制の構築、

強化の実施 
・健康管理活動班、ＩＣＡＴの活動体制の強化 
・ＤＭＡＴやＤＰＡＴ、災害医療コーディネーター（災害時小児周産期リエゾンを含む）、ロジスティ

クスを行う人材、その他災害医療従事者の育成支援 
・医薬品等の供給体制、透析患者や難病者に対する災害時医療提供体制の強化 
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【医療体制】（連携イメージ図） 
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コラム 災害に強い地域医療体制を目指して 
―岩手医科大学災害時地域医療支援教育センターの取組― 

 
岩手医科大学災害時地域医療支援教育センター

は、災害時における緊急医療支援体制を含む総合的

な地域医療支援体制の拡充・強化を目的として、平

成 25 年に開設されました。 

 

同センターでは、平成 23 年３月に発生した東日

本大震災の発災直後からの様々な活動について、調

査・検証・分析を行い、今後の災害医療体制整備の

ために、得られた情報をフィードバックしていま

す。 

 

また、災害時に対応可能な医療人材を育成するた

め、多様な研修を企画・開催しています。県内の医

療関係者を対象としたものだけではなく、全国の幅

広い職種を対象に、組織の枠を超えた大規模な研修

も行うなど、他機関との連携強化や、指導者の育成

にも力を入れています。 

 

[本部運営訓練] 

 

このほか、テレカンファランスシステムを構築

し、大学と協力医療機関間の遠隔カンファレーシ

ョンを実施しています。 

 

センター内には、より実践的な研修・訓練の実

施が可能なシミュレーションセンターが整備さ

れ、災害時の医療支援用の資機材及び各種支援チ

ームの受入のための飲料水や食料等も保管されて

います。 

 

 今後も県と岩手医科大学が協力して、災害に強

い地域医療体制の構築を目指していきます。 

 

 

 

 

 

 

[人形を使ったトリアージ研修] 

 
［写真：岩手医科大学提供］ 

 
 
  


